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経営分析報告書

「安全性・収益性・生産性・成⾧性」 の切り口で

分析結果をまとめ、報告書を作成いたします。

経営分析について
“数字” は経営において最重要の指標であり、経営の在り方を示します。
“これまでの経営が良かったのか” “これからの経営は何を重点としていくべきなのか”
全ての企業が、このテーマを考え、経営状態を数値で明らかにしていく必要があります。
「経営分析」では、経営全般の分析の視点を駆使し、
『 ①現状の経営数値上の問題点 ②今後の数値改善の方向性とテーマ 』 を示します。

■収益性が上がらない

■経営安定度が低い

■数値の基準がアイマイだ

■会社が正しく成⾧できているのか

知りたい

■経営管理のレベルを上げたい
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経営分析・全体図企業の課題・例

株式会社　サンプル工業 御中

経営分析 報告書

期間: 20期 ～ 22期

株式会社 シーアークス

平成30年4月12日

売上高利益率 売上高総利益率 売上高原材料費率 原材料／売上高 ▼

▲ ▲ 売上高製造労務費率 製造労務費／売上高 ▼
売上高製造経費率 製造経費／売上高 ▼

※収益性 売上高販管費率 売上高人件費率 人件費／売上高 ▼

▼ 売上高広告宣伝費率 広告宣伝費／売上高

売上高販売促進費率 販売促進費／売上高

売上高運賃比率 運賃費／売上高 ▼
売上高研究開発比率 研究開発費／売上高

総資産利益率 売上高営業利益率 営業利益 売上高ー総費用 ▲
ROA ▲ 労働分配率 労務費／限界利益 ▼

▲ 損益分岐点比率 変動費率 変動費／売上高 ▼
▼ 限界利益率 限界利益／売上高 ▲

　 固定費率 固定費／売上高 ▼
損益分岐点売上高 固定費／限界利益率 ▼
経営安全率 １－損益分岐点比率 ▲

資本利益率 売上高経常利益率 売上高支払利息率 支払利息／売上高 ▼
ROE ▲ 売上高純金利負担率 （支払利息ー受取利息）／売上高 ▼

▲ 売上高税引前純利益率 法人税等負担率

※資産効率性 ▲

総資産回転率 流動資産回転日数 手元流動性比率 （現金・預金＋有価証券）／売上高 ▲

▲ ＣＣＣ　キャッシュサイクル 売上債権対仕入債務比率 売上債権／仕入債務

棚卸資産回転期間 原材料回転期間 原材料／（売上原価／３６５） ▼
▼ 仕掛品回転期間 仕掛品／（売上原価／３６５） ▼

製品回転期間 製品／（売上高／３６５） ▼

固定資産回転率 総資産対のれん比率 （時価評価純資産ー買収額）／総資産

▲ 投資有価証券回転率 売上高／投資有価証券

有形固定資産回転率 減価償却進捗率 減価償却累計額／（減価償却累計額／償却対象資産）

▲ 設備投資額対減価償却費率 設備投資額／減価償却額

財務レバレッジ 自己資本比率 利益剰余金対払込資本比率 利益剰余金／（資本金／資本剰余金） ▲

▲ 流動比率 当座比率 当座資産／流動負債 ▲

▲ 預借率 現金・預金／（借入金＋割引手形） ▲

固定⾧期適合率 固定比率 固定資産／自己資本

ＤＥレシオ 負債比率 負債／自己資本 ▼

ＩＣＲ 有利子負債利子率 支払利息／期首・期末平均有利子負債 ▼
債務償還年数 有利子負債／営業ＣＦ ▼

繰延税金資産対純資産比率

ＣＦ指標 ＦＣＦ成⾧率 売上高営業ＣＦ比率 営業ＣＦ／売上高 ▲
ＦＣＦ＝営業ＣＦ－投資ＣＦ ＣＦＲＯＩ 将来のＣＦ／投下資本

売上高ＦＣＦ比率 ＦＣＦ／売上高 ▲

成⾧率 増収率 　（当期売上高－前期売上高）／前期売上高 ▲
▲ 増益率 　（当期利益－前期利益）／前期利益 ▲

純資産成⾧率 　（当期純資産－前期純資産）／前期純資産 ▲
従業員数増加率 　（当期従業員数－前期従業員数）／前期従業員数

生産性 売上高／従業員数 ▲
▲ 利益／従業員数 ▲

総資産／従業員数 ▲
労働装備率 　有形固定資産／従業員数

株主還元性 配当性向 　１株当り配当額／１株当り純利益 ▲
自己資本配当率 　配当金総額／自己資本 ▲
株主還元性向 　（配当金＋自社株買いの総額）／当期純利益

１株当り指標 ＥＰＳ（１株当り純利益） ▲
１株当りＦＣＦ ▲
ＢＰＳ（１株当り純資産） ▲

ロジックツリー　〔経営分析 指標〕
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値 判定 値 判定 値 判定 値 判定

企業体力 300 以上 98.0 74.4 169.1 216.8

総資産経常利益率 10 以上 2.2 × 1.7 × 3.5 × 5.0 △

総資産回転率 2 以上 0.8 × 0.8 × 0.8 × 0.8 ×

売上高経常利益率 5 以上 2.7 △ 2.2 △ 4.2 △ 6.4 ○

自己資本比率 30 以上 45.1 ○ 44.7 ○ 47.9 ○ 43.2 ○

限界利益率 50 以上 60.0 ○ 58.8 ○ 60.6 ○ 57.9 ○

労働分配率 50 以下 62.2 × 65.0 × 63.7 × 60.9 ×

総資産 自己資本
企業体力 = 経常利益率 × 比率

【目標値】　 300.0 = 10.0 × 30.0 Ａ 優秀 90-100
20期 98.0 = 2.2 × 45.1 B 普通 70-89
21期 74.4 = 1.7 × 44.7 C 注意 50-69
22期 169.1 = 3.5 × 47.9 D 危険 0-49
22期 216.8 = 5.0 × 43.2 ※１１指標評価

１．第63期は、「成⾧バランス」が逆となっていた
２．直近期については、売上高の伸び・限界利益の伸びにより、全体のバランスが改善の方向に向かっている。

１．企業の総合評価　「Ｂランク　７６点」　※企業総合評価

２．収益性（総資産経常利益率）と安全性（自己資本比率）の両面からみた「企業体力」において、
　　　第62～63期の落ち込み→第64期から回復基調に向かい、第65期では総資産経常利益率が5.0%となった。
　　　自己資本比率は43.2%と低下傾向にはあるが、安全性には問題ない。

経営分析　総合まとめ 株式会社　サンプル工業
20期 ～ 22期

指標 目標値 20期 21期 22期 22期

総合

収益性

安全性

生産性

生産性

成⾧性

１．収益性を示す総合指標である「総資産経常率益率」は、64期から回復に転じている。
　　　主な要因は資産効率性を示す「総資産回転率」が0.8回転の水準で推移しているが。単年度収益性を示す「売上高経常利益」
　　　が6.4%と急回復しているためとなる。
２．「固定資産回転率」は、 直近期で1.6回となっている。

１．自己資本比率　〔 ＝ 株主資本／総資産 〕は43.2％と、これまで堅実経営で経営を進めてきたことを示している。
２．短期安定性＝支払能力を示す「流動比率」「当座比率」ともに、目標値を超えており、問題ナシ。
３．⾧期安定性　「固定⾧期適合比率」「固定比率」ともに問題ナシ。
４．損益分岐点操業度　65期は89.5％と改善傾向にある。

１．限界利益率は直近期57.9%と、目標値の水準となっている。
２．一人当たり労働生産性（月）は、123.6万円と目標水準の１００万円を超えており、まずまずのレベルといってよい。
３．労働分配率は、直近期は「６０．９％」と改善傾向にある。
４．「設備投資効率1.18」 であり、「 製造業参考値 1.91 」 と比較するとやや低い。

総合評価 Ｂ（74）

業績安定化・体質強化が不十分なため、問題が多発する
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総資産経常利益率／売上高経常利益率－推移

総資産経常利益率 総資産回転率 売上高経常利益率

値 判定 値 判定 値 判定 値 判定

限界利益率 50 以上 60.0 ○ 58.8 ○ 60.6 ○ 57.9 ○

一人当り労働生産性（月） 100 以上 80.7 △ 74.0 △ 79.7 △ 89.4 △

労働分配率 50 以下 62.2 × 65.0 × 63.7 × 60.9 ×

労働生産性 300 以上 160.8 × 153.9 × 157.0 × 164.1 ×

労働装備率 714.0 712.4 814.6

マッハ(経常利益/労務費) 0.5 以上 0.1 × 0.1 × 0.1 × 0.1 ×

一人当たり年間経常利益 200 以上 44.4 × 33.0 × 66.4 × 118.9 △

労働装備率
(万円）

有形固定資産
回転率 限界利益率

限界利益 有形固定資産 売上高 限界利益

一人当り・労働生産性／年 = 従業員数 ＝ 従業員数 × 有形固定資産 × 売上高

【目標値】 100 1000.0 2.0 50.0
21期 88.9 ＝ 714.0 × 2.1 × 58.8
22期 95.7 ＝ 712.4 × 2.2 × 60.6
22期 107.2 ＝ 814.6 × 2.3 × 57.9

売上高
人件費比率

限界利益率

人件費 人件費 限界利益 (製造業平均＝60.0%)

労働分配率 = 限界利益 ＝ 売上高 ÷ 売上高

【目標値】 50.0 25.0 50.0

20期 62.2 ＝ 37.3 ÷ 60.0
21期 65.0 ＝ 38.2 ÷ 58.8
22期 63.7 ＝ 38.6 ÷ 60.6
22期 60.9 ＝ 35.3 ÷ 57.9

設備投資効率 ＝ 限界利益 ÷ 有形固定資産 (製造業平均＝1.91)

20期 1.31 ＝ 96,852 ÷ 74,049
21期 1.23 ＝ 93,301 ÷ 75,889
22期 1.39 ＝ 98,534 ÷ 70,868
22期 1.18 ＝ 105,084 ÷ 88,792
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生産性分析 株式会社　サンプル工業
20期 ～ 22期

指標 20期 21期 22期目標値
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１．限界利益率は直近期57.9%と、目標値の水準となっている。※（製造業参考値）＝４４．８％

２．一人当たり労働生産性（月）は、123.6万円と目標水準の１００万円を超えており、まずまずのレベルといってよい。

※（製造業参考値）＝６７万円

３．労働分配率は、直近期は「６０．９％」と改善傾向にある。※（製造業参考値）＝５５％

人件費管理がシビアに進めている結果と推察される。今後も改善コントロールを継続したい。

４．「設備投資効率1.18」であり、「 製造業参考値1.91 」 と比較するとやや低い。

20,000 円 /１社（税別）

分析料金

数字を知る ～ 会社を正しく運営できているのか ～ 数字から明らかにする


